（様式第１号）

質　　　　問　　　　書


令和　　年　　月　　日


　鳥取県住宅供給公社理事長　大場　尚志　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
[bookmark: _Hlk165963336]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名 　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（作成責任者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファクシミリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メールアドレス


　鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）に係る下記事項について質問します。

記

【質問事項１】



【質問事項２】



【質問事項３】


（様式第２－１号）
入札参加資格確認書　

　鳥取県住宅供給公社理事長　大場　尚志　様

　案件名称：鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）

１　当社は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定には該当しません。
２　当社は、次のいずれかに該当しています。
①令和６年鳥取県告示第507号（物品等の売買、修理等及び役務の提供に係る調達契約の競争入札参加者の資格審査の申請手続き等について）に基づく競争入札参加資格を有するとともに、その業種区分がその他の委託等のその他に登録されています。
②令和６年鳥取県告示第 593 号（建設工事の一般競争入札等に参加する者に必要な資格等）に基づく入札参加 資格を有するとともに、鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成19 年鳥取県規則第 76 号）第４条に規定する建設工事の種別の発注工種が建築一般に登録されています。
３　当社は、この調達の公告日から本書提出日までの間いずれの日においても、鳥取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月17日付出第157号）第３条第１項の規定による指名停止措置又は同要綱に準じて行われる貴公社の指名停止措置を受けていたことはありません。
　また、この調達の開札日（再度入札を行う場合にあっては、当該再度入札の開札日）までに
それらの指名停止措置を受けた場合には、入札参加資格を無効とされても異議ありません。
[bookmark: _Hlk194916741]４　当社は、鳥取県内に本店、支店、営業所又は事業所を有し、そこに従業員を常駐させており、対象住宅について、発注者又は入居者からの依頼に対して、原則として１日以内に迅速な維持修繕上の対応できる実施体制を確保しています。
[bookmark: _Hlk194914831][bookmark: _Hlk213664712]５　当社は、この調達の公告日において、国内で過去５年以内に３年以上継続して50戸以上の共同住宅について維持管理業務・維持修繕業務（実績がない業務には取消線を記入）の実績を有しており、その概要は別添実績一覧表のとおりです。なお、維持管理業務についての実績はありませんが、入居者から対象住宅の修繕等に関する相談や苦情を受け付け、必要な対応を迅速に行うことができる体制は確保することしています。（該当しない場合は、この部分全体に取消線を記入）
６　当社は、本件入札に係る共同事業体の構成員ではありません。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

[bookmark: _Hlk157971798]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（作成責任者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファクシミリ
[bookmark: _Hlk157971859]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メールアドレス

（注）鳥取県競争入札参加資格審査事務取扱要綱（昭和40年1月30日付発出第36号）第５条第１項に規定する競争入札参加資格者名簿に県内従業員１名以上の登録がされていない者は、法人県民税及び法人事業税に係る課税標準の分割に係る明細書（その１）の写し（地方税法施行規則（昭和29年総理府令第28号）第10号様式）を添付すること。

（様式第２－２号）
入札参加資格確認書　

　鳥取県住宅供給公社理事長　大場　尚志　様

　案件名称：鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）

１　各構成員とも、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しません。
２　　　　　　　　　　　　　　　が、令和６年鳥取県告示第507号（物品等の売買、修理等及
び役務の提供に係る調達契約の競争入札参加者の資格審査の申請手続き等について）に基づく
競争入札参加資格を有するとともに、その業種区分がその他の委託等のその他に登録されてい
ます。
３　　　　　　　　　　　　　　　が、令和６年鳥取県告示第 593 号（建設工事の一般競争入
札等に参加する者に必要な資格等）に基づく入札参加 資格を有するとともに、鳥取県建設工
事等の入札制度に関する規則（平成19 年鳥取県規則第 76 号）第４条に規定する建設工事の
種別の発注工種が建築一般に登録されています。
４　各構成員とも、この調達の公告日から本書提出日までの間いずれの日においても、鳥取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月17日付出第157号）第３条第１項の規定による指名停止措置又は同要綱に準じて行われる貴公社の指名停止措置を受けていたことはありません。
　また、この調達の開札日（再度入札を行う場合にあっては、当該再度入札の開札日）までに
それらの指名停止措置を受けた場合には、入札参加資格を無効とされても異議ありません。
５　　　　　　　　　　　　　　　が、鳥取県内に本店、支店、営業所又は事業所を有し、そこ
　に従業員を常駐させています。
６　対象住宅について、発注者又は入居者からの依頼に対して、原則として１日以内に迅速な維持修繕上の対応ができる実施体制を確保しています。
７　　　　　　　　　　　　　　　が、この調達の公告日において、国内で過去５年以内に３年以上継続して50戸以上の共同住宅について維持管理業務・維持修繕業務（実績がない業務には取消線を記入）の実績を有しており、その概要は別添実績一覧表のとおりです。なお、各構成員とも維持管理業務についての実績はありませんが、入居者から対象住宅の修繕等に関する相談や苦情を受け付け、必要な対応を迅速に行うことができる体制は確保することしています。（該当しない場合は、この部分全体に取消線を記入）
８　各構成員は、本件入札に参加する単独事業者又は他の共同事業体の構成員ではありません。
　
上記のとおり相違ないことを誓約します。

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の構成員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（作成責任者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファクシミリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メールアドレス

（注）鳥取県競争入札参加資格審査事務取扱要綱（昭和40年1月30日付発出第36号）第５条第１項に規定する競争入札参加資格者名簿に県内従業員１名以上の登録がされていない者は、法人県民税及び法人事業税に係る課税標準の分割に係る明細書（その１）の写し（地方税法施行規則（昭和29年総理府令第28号）第10号様式）を添付すること。
（別添）　
同種業務の実績

　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
                  
	
業務名
	
発注者
	
履行場所
	
契約金額
	
履行期間
	実施

戸数
	
業務の内容

	


	
	
	
	年  月  日
～
年  月  日
	
	

	


	
	
	
	年  月  日
～
年  月  日
	
	

	


	
	
	
	年  月  日
～
年  月  日
	
	

	


	
	
	
	年  月  日
～
年  月  日
	
	

	


	
	
	
	年  月  日
～
年  月  日
	
	

	


	
	
	
	年  月  日
～
年  月  日
	
	

	


	
	
	
	年  月  日
～
年  月  日
	
	

	計
	
	
	
	
	
	



備考 
１　業務名は、受注した維持管理業務名又は維持修繕業務名とする。又、記載順位は、国、県、市町村、その他の公共的団体、民間等とすること。
２　契約金額（又は実績金額）は千円単位とし、百円単位を四捨五入して記入すること。 
３　業務の内容の欄は、具体的な作業種、規模等を記入すること。 
４　当該業務を受託実施等している場合は、その受託契約書等の写しを添付すること。












[bookmark: _Hlk206055264]（様式第３－１号）

鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）実施体制図

[bookmark: _Hlk194914608]商号又は名称

	[bookmark: _Hlk194914588]（記載例）

維持管理業務責任者（１名）
管理部長(課　長)　○○○○






連絡調整

【維持修繕業務担当者（○名）】
　(主)○○○○、(副)○○○○
・修繕工事の実施指示、
施工監理
・工事に伴う入居者や委
託先等との連絡調整　

【管理運営業務担当者（○名）】
　(主)○○○○、(副)○○○○
（オペレーション）
・入居者からの苦情等の
受付応答
・必要な対応の指示、連絡
・付随する事務処理























（注）１．維持管理業務責任者は、業務の総括責任者として、業務全体の指揮・監督、とりまとめ、公社との窓口など業務を担当する者であり、その担当者名を記載すること。
　　　２．管理運営業務担当者は、入居者や公社等からの修繕依頼等の受付のほか、入居者からの苦情処理、公社への申請、報告、支払い等の事務処理等を担当する者であり、その担当者名・数を記載すること。
　　　３．維持修繕業務担当者は、修繕工事全体の施工監理、入居者や修繕工事の外部委託先との連絡調整等を担当する者であり、その担当者名・数を記載すること。







（様式第３－２号）

鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）実施体制図

商号又は名称

	（記載例）

	
【共同事業体の代表者】
○○○○会社
維持管理業務責任者（１名）
　維持管理部長　○○　○○
維持管理業務担当者（○名）
　　（主）○○○○　
（副）○○○○
業務内容
・入居者からの苦情・相談等への受付応答
・修繕工事の実施、施工監理
・入居者等との連絡調整
・公社への報告、請求等の事務処理
・付随する事務処理




　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【共同事業体の構成員】
○○○○会社
修繕業務担当者（○名）
（主）○○○○　
（副）○○○○
　業務内容
　・専門的な修繕工事の実施、施工
監理
・入居者等との連絡調整
　・付随する事務処理








	
【共同事業体の構成員】
○○○○会社
運営管理業務担当者（○名）
（主）○○○○　
（副）○○○○
　業務内容
　・入居者からの苦情・相談等の受付
応答（執務時間外）
・入居者等との連絡調整
　・付随する事務処理






（注）１．維持管理業務総括責任者は、業務の総括責任者として、業務全体の指揮・監督、とりまとめ、公社との窓口など業務を担当する者であり、その担当者名を記載すること。
　　　２．維持修繕業務担当者は、入居者からの修繕に関する苦情・相談等の受付応答、修繕工事の実施・施工監理、入居者や構成員等との連絡調整、公社への報告等事務処理等を担当する者であり、その担当者名・数を記載すること。
３．管理運営業務担当者は、入居者からの苦情・相談等の受付応答、入居者や構成員等との連絡調整等を担当する者であり、その担当者名、数を記載すること。
４．修繕業務担当者は、専門的な工事の実施や施工管理、入居者や構成員等との連絡調整等を担当する者であり、その担当者名、数を記載すること。

（様式第４－１号）


委　　　　　任　　　　　状



令和　　年　　月　　日



　鳥取県住宅供給公社理事長　大場　尚志　様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　委任者　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印




　私は、下記の者を代理人に定め、下記の権限を委任します。

記


　委任事項　鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）に関する入札の権限




　　　　　　　　　　　　　　　　受任者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


（様式第４－２号）


委　　　　　任　　　　　状



令和　　年　　月　　日



　鳥取県住宅供給公社理事長　大場　尚志　様




　　　　　　　　　　　　　　　　委任者　
（共同事業体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の代表者）
　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の構成員）
　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印


　私は、下記の者を代理人に定め、下記の権限を委任します。

記


　委任事項　鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）に関する入札の権限




　　　　　　　　　　　　　　　　受任者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印







（様式第５号）
入　　札　　書　（第　　回）



　　鳥取県住宅供給公社理事長　大場　尚志　様



　次のとおり入札します。



　　　令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の場合は共同事業体の代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　入札者　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印


	業務の名称及び数量

	鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）
　鳥取県中部地区に所在する鳥取県営住宅472戸

	入札金額
	調達公告の１の（２）の②及び③に掲げる業務に要する費用として
金　　　　　　　　　　　　　　　　　円


（注）１　入札書は、封書にし、表面に業務の名称及び数量、住所、商号又は名称、代表者職氏名を記載すること。
　　　２　入札金額は、算用数字を記載すること。













（付録１）　※本書各条項を参考に共同体の協定書を作成してください。


委託業務共同事業体協定書
（目的）
第1条 当共同事業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。　　
（１）鳥取県住宅供給公社発注に係る鳥取県営住宅維持管理業務（中部地区）
（２）前号に付帯する事業
（名称）
第２条　当共同事業体は、　　　　　　　　　　　　　共同事業体（以下「当事業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当事業体は、事務所を　                                   　に置く。
（成立の時期及び存続期限）
第４条　当事業体は、本協定成立の日から、第１条に定める業務の履行後、発注者の承認があるまでは存続するものとする。
２　当該委託業務を受託することができなかったときは、当事業体は、前項の規定にかかわらず、当該委託業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。
（構成員の所在地及び商号）
第５条　当事業体の構成員は、次のとおりとする。
（代表者）
所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号　 　　　　　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　

所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者の商号）
第６条　当事業体は、　                                       を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　当事業体の代表者は、委託業務の履行に関し、当事業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにしたうえで、発注者及び関係者と折衝する権限並びに契約の締結、委託料（前払金を含む。）の請求、受領及び当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の責任）
第８条　各構成員は、委託業務契約の履行及びその他の委託業務の実施に伴い当事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第９条　当事業体の取引金融機関を別途定め、共同事業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（解散後のかし担保責任）
第１０条　当事業体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１１条　この協定書に定めのない事項については、構成員で協議の上定めるものとする。

（代表者商号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　  　　　　　          　　　　　　　　　　　　外　 　　社は、上記のとおり
　委託業務共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　 　通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自１通所持するものとする。

令和　　　年　　　月　　　日

　　　          　　共同事業体


（代 表 者）                                                               単社使用印鑑
所     在     地　　           　　　　　　　　　　　　　　　　 　
商            号　　   　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　
代表者又は受任者職氏名　　          　　　　　　　　　                 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単社使用印鑑
所     在     地                                                  
商            号                                                  
代表者又は受任者職氏名                                                 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単社使用印鑑
所     在     地                                                  
商            号                                                  
代表者又は受任者職氏名                                                 


